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実務解説

行動変容を生む
「研修の内製化」の勘所

人材育成特集

社員の主体的な学びを
どう促進するか
（旭化成／SCSK／JTB）

労働時間の大幅な増加、未経験で困難な業務、宿泊を伴う9日間の連続勤務等を勘案すれば、仕事内容・量の変化の心理的負荷は「強」といえる
（豊田労基署長［アイシン高丘］事件　名古屋地裁　令 7. 3.26判決）

労働判例

●中途採用の内定者から就業規則の閲覧要望があった場合、拒否してもよいか
●定年到達時に転籍し、有期労働契約を締結したが、合併で不更新となった場合、転籍元に雇用義務はあるか
●テレワーク時のみフレックスタイム制の適用を解除した上で、残業を許可制とすることは問題か
●無断で会社の物品を持ち帰り、私的利用していた従業員を懲戒できるか
●取引先に対して虚偽の告発を行った従業員に、懲戒処分を科すことは可能か
●昼の一斉休憩の時間帯や休憩時間の長さを変更することは不利益変更に当たるか
●精神疾患の既往歴がある社員が、パワハラ被害を訴え休職を申し出てきた際にどう対応すべきか
●解雇予告した社員から解雇理由証明書の請求があった場合、記載内容はどのようにすべきか

相談室Q&A

実務解説

改めて押さえる　
人事のための災害対応の
法律実務

産業医、弁護士から見た
判断のポイントと対応の留意点
任天堂ほか事件（京都地裁　令 6. 2.27判決）

判例解説  ─メンタルヘルス判例研究シリーズ〈第43回〉
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